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研究要旨：本研究は、先行知見も参考に、自治体における統括保健師の活用について評価するととも

に、統括保健師に求められる専門的・行政的管理能力を整理し、その育成及び能力の発揮に向けた体制

づくりを推進するための方法について検討することを目的とした。3か年計画の2年目にあたる本年度

は、①市町村統括保健師の能力発揮のための組織体制づくり、②統括保健師に求められる専門的・行政

的管理能力の整理、③自治体における保健師の管理能力育成のための研修等の実態調査、④自治体保健

師の管理能力育成の視点からみた重層的研修の成果、の4つの分担研究を行った。 

本研究より、以下の結果または示唆が得られた。 

・効果的な統括保健師配置体制であるかを評価するための、保健師の役割・活動と、統括保健師に求め

られる能力を対応させたマトリックスを枠組みとした評価指標案を示すことができた。 

・市町村統括保健師が能力を発揮するための組織体制づくりとして、統括保健師のサポート体制の整

備、部署横断的な連携の基盤、上席管理職等の理解と関与等が必要であると考えられた。 

・文献検討と面接調査から、統括保健師の具体的な資質・能力として、獲得すべき知識、スキル、態度・

信念、経験等が取り出された。専門的・行政的管理能力獲得・維持向上のためには「良い経験」を多く

積み、仕事に対する的確な態度・姿勢で臨むこと、それが実施できる組織であり、そのような組織体制

がつくられていることが必要であると考えられた。 

・都道府県及び保健所設置市・特別区、計157自治体の統括的役割を担う保健師を対象とした調査の結

果から、人材育成指針・ガイドラインを策定は約8割、自治体主催で管理期保健師研修を実施は約6割

であった。研修実施状況は、都道府県が約9割と最も高く、指定都市も約9割であったが、中核市、そ

の他の政令市、特別区は割合が低かった。統括的な役割を担う保健師の管理能力育成のための組織体制

として、「上司や先輩保健師からのサポート体制」は約9割、「指導的立場にある保健師の指導力向上の

ための支援を行う機会」は約7割が「ややあてはまる／あてはまる」の回答に対し、「現任教育のあり

方について、人事部門と共に検討する機会」は約7割が「あてはまらない／あまりあてはまらない／ど

ちらともいえない」との回答であった。また、人材育成のための工夫・しかけの実施状況は、「キャリ

アラダー等を活用した面談の機会」は約9割、「Off－JTによる体系的な人材育成体制」は約7割が「や

やあてはまる／あてはまる」との回答に対して、「人事交流の仕組み」、「人事部門と連携したしくみ」

は各々約7割が「あてはまらない／あまりあてはまらない／どちらともいえない」との回答であった。 

・2県1市の重層的研修において、重層的研修がその向上に有用であると、支援役割を担った管理期保

健師の9割以上が評価した統括保健師に求められる専門的管理能力は10項目中9項目であり、行政的

管理能力ついては10項目中6項目であった。専門的管理能力の1項目、行政的管理能力の2項目につ

いては、その向上に有用であると新任期または中堅期の受講者の9割以上も評価していた。 

・統括保健師となる前から獲得・向上が必要な能力として、課題解決力、組織運営力、人材育成力が示

唆された。それらに関連する経験は、多様な部署・業務や保健師一人または少数部署の経験、先輩や上

司からの働きかけによる業務目的の意識化や役割委任による業務経験、ロールモデルとの活動経験、人

材育成に関する役割経験、健康危機管理業務、所属自治体内外の研修であった。 

・管理能力を高めていくためには、現実的な課題に関わる挑戦的な業務及び多様な業務や部署の経験を

積み重ねていく必要がある。併せて、このような経験にはフィードバックが担保されていることが必要

である。しかし、経験には個人差があるため、そこを補足するために構造化された経験の3要素（挑戦

的であるが現実的な課題である仕事、多様な経験、フィードバックの質）を含み、またクロス・ファン

クショナル・チームによる課題への取組や管理期保健師間のミーティング・リフレクションを含む、重

層的研修のような公式なトレーニングと教育が必要であると考えられる。 
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Ａ．研究目的

保健師の分散配置並びに多分野・多部署で取り

組む必要のある複雑化・多様化した健康課題に対

応するために、平成 年の厚生労働省通知「地

域における保健師の保健活動について」に統括保

健師の配置が示された。その役割は保健活動の組

織横断的な総合調整や人材育成体制整備等であ

り、健康危機事案の増加等から各自治体には統括

保健師の有効な活用が益々求められている。

統括保健師には、専門的管理能力に加えライン

職として多分野も含めた業務を統括する行政的

管理能力も求められる 。統括保健師の配置は進

んでいるが、組織内における統括保健師配置の意

義・認識について必ずしも統一されていない状況

や統括保健師が管理職の職責も担うことは困難

性が高いとの意見もあり 、専門的・行政的管理

能力を備えた統括保健師の育成やその能力を発

揮する組織体制には課題がある。

一方、行政管理職は業務や役割が多岐に渡るこ

とから、求められる能力及び具体的な行動の明示

や、管理能力獲得のための計画的な研修が必要と

されている 。自治体保健師の標準的なキャリア

ラダー では管理期に向けた能力を職位別に示し

ているが、行政的管理能力の検討は十分ではない。

また、市町村保健師管理者能力育成研修ガイドラ

イン 等に基づき自治体では管理期やその前段の

保健師を対象に研修を実施しているが、年 回程

度が多い。管理職以前からの段階的な管理能力獲

得のための方法や体制の検討が必要である。

本研究の目的は、先行知見 ～ も参考に、自治

体における統括保健師の活用について評価する

とともに、統括保健師に求められる専門的・行政

的管理能力を整理し、その育成及び能力の発揮に

向けた体制づくりを推進するための方法につい

て検討することである。

これにより、自治体における統括保健師を有効

に活用するための体制整備、自治体規模にかかわ

らず保健師が管理能力を段階的に獲得していく

ための研修を含めた体系的な人材育成計画の推

進、国立保健医療科学院における統括保健師やそ

の他の自治体保健師を対象とした研修の見直し

や、地域保健対策の推進に関する基本的な指針に

おいて保健所への配置が示された総合的なマネ

ジメントを担う保健師の育成とその活用のため

の体制づくりに寄与することを目指す。

Ｂ．研究方法 

１．全体計画 

か年計画により、研究目的を追究する。

年目の令和 年度は、統括保健師活用に関す

る評価指標及び統括保健師が管理能力を発揮す

るための組織体制づくりの検討、統括保健師に求

められる専門的・行政的管理能力の整理及び管理
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能力育成のための教育プログラムの検討等を行

った。

年目の令和 年度は、統括保健師が管理能力

を発揮するための組織体制づくりの方法の検討、

管理能力育成のための段階的教育プログラムの

作成及び育成体制づくりの方法の検討等を行う。

年目の令和 年度は、統括保健師が管理能力

を発揮するための組織体制づくりの方法の検証、

管理能力育成のための教育プログラムや育成体

制づくりの方法の検証、そして 年間の研究結果

に基づき提言及びその普及啓発を行う。

 

２．本年度の研究の構成 
 本年度の研究は、以下の４つの分担研究により

構成される。 
分担研究 ：市町村統括保健師の能力発揮のため

の組織体制づくり

分担研究 ： 統括保健師に求められる専門的・行

政的管理能力の整理

分担研究 ：自治体における保健師の管理能力育

成のための研修等の実態調査

分担研究 ：自治体保健師の管理能力育成の視点

からみた重層的研修の成果

３．本年度の計画

１）市町村統括保健師の能力発揮のための組織体

制づくり 

分担研究 として、令和 年度の都道府県にお

ける統括保健師配置調査の結果 及び文献レビュ

ーに基づき、効果的な統括保健師配置体制である

かを評価するための評価指標案を検討する。また、

統括保健師を明文化している市町村の統括保健

師の上席管理職または保健師人事管理担当者と

統括保健師を対象に、インタビューガイドを用い

た半構造化面接を行う。

以上から、市町村における統括保健師に関する

体制構築の経緯や、体制での課題とその対応、体

制で重要と考えていることを明らかにし、市町村

における統括保健師が能力を発揮するための効

果的な組織体制づくりの方法及び重要項目を検

討する。

２）統括保健師に求められる専門的・行政的管理

能力の整理 

分担研究2として、昨年度、整理した専門的管

理能力7項目及び行政的管理能力9項目の内容と

表記を精錬するために①統括保健師 4 人への追

加の面接調査と分析、②学術集会示説(第83 回日

本公衆衛生学会総会 in 札幌)とワークショップ

(第 13 回日本公衆衛生看護学会学術集会 in 名古

屋)での報告と意見聴取、③「管理能力育成のため

の教育媒体」の試案作成と学術集会ワークショッ

プ(第13 回日本公衆衛生看護学会学術集会in 名

古屋)での提案・意見聴取をする。次に、昨年度、

整理した専門的・行政的管理能力を獲得・向上さ

せるために何が必要か・どうなることを目指すべ

きか、能力の表記の見直しも含めて検討する。特

に研修プログラムを企画するときに、統括保健師

として「何を認識でき」「何ができる」ようになる

か、その目的・評価の観点について検討する。 

３）自治体における保健師の管理能力育成のため

の研修等の実態調査

分担研究3として、全国の157自治体（都道府

県、政令指定市、中核市、その他政令市、特別区）

の統括的役割を担う保健師を対象に、自治体保健

師の管理能力育成に関わる研修等の体制の実態

についてインターネットを活用したアンケート

調査を実施する。これにより、自治体における保

健師の管理能力を育成するための研修等の実態

を明らかにし、自治体保健師の管理能力を高める

ための育成体制づくりを推進する方法を検討す

る。 

４）自治体保健師の管理能力育成の視点からみ

た重層的研修の成果

分担研究 として、 県 市における か月

～ 年 か月に渡る重層的研修の成果を確認し、

自治体保健師管理能力育成のための教育プロ

グラムを検討する。本研究における重層的研修

とは、新任期・中堅期の保健師を対象とし管理

期保健師等が支援役割を担い、支援役割を担う

保健師も含めた各期保健師の専門的能力の育

成を目的とした研修をいう。また、この研修は、

①企画の要素を含む保健師活動に関わる挑戦

的な課題への取組、②職場とは異なるメンバー

との課題への取組、③フィードバックの担保、

④他職種または他部署保健師とのディスカッ

ション、⑤管理期保健師間のミーティング、を

特徴とする。支援役割を担った管理期保健師及

び受講者である新任期または中堅期の保健師

を対象に、研修終了後に 調査システムに

よる無記名調査を実施する。調査結果に基づき、
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重層的研修による①統括保健師に求められる

専門的・行政的管理能力向上への寄与及び専門

的・行政的管理能力の発揮のために統括保健師

となる前から獲得・向上が必要と考えられるこ

と、②統括保健師に求められる専門的・行政的

管理能力の獲得・向上のために積み重ねていく

必要のある経験、③統括保健師に求められる専

門的・行政的管理能力の自己評価及び統括保健

師となる前から保健師に求められる能力の自

己評価への寄与、を検討する。

（倫理面への配慮）

１）、３）、４）については、自治医科大学附属

病院医学系倫理審査委員会の承認を得て実施し

た。４）の調査票には最初に調査の概要及び留意

事項を提示し、調査に同意する場合、○を入れる

ボックスを設けた。 

２）については、富山大学臨床・疫学研究等に

関する倫理審査委員会の承認を得た。 

Ｃ．研究結果 

１．分担研究1 

昨年度の調査結果 及び文献レビューに基づき、

効果的な統括保健師配置体制であるかを評価す

るために、保健師の役割・活動（縦軸）と、統括

保健師に求められる能力（横軸）を対応させたマ

トリックスを作成し、評価指標案を検討した。

また、３市、６名を対象に半構造化面接を行い、

当該自治体の統括保健師配置体制や認識につい

て明らかにした。その結果、統括保健師に対して

「人材育成」、「部署間調整」、「健康危機管理」な

ど、多岐にわたる役割を期待していることがわか

った。統括保健師配置体制構築の経緯については、

市ともにコロナ渦への対応における庁内の混乱

を契機として体制整備が進められ、厚生労働省か

ら出された「地域における保健師の保健活動につ

いて」 の局長通知も後押しとなっていた。統括

保健師の職位や業務は、自治体の保健師の状況に

より決められ、配置体制後の成果においては、「活

動のしやすさ」、「保健師人材育成の推進」、「上層

部へのプレゼン・報告の機会の確保」を実感して

いた。一方、「業務過多」、「統括保健師のサポート

体制の不備」、「統括保健師に就くことへの若い世

代の抵抗感」、「保健師と関わりのない他部署との

連携の難しさ」の課題があった。上席管理職等は、

将来を見据えた次の統括保健師の育成や安定的

な人材配置の必要性を明確にすることや、保健師

活動への支援機能を活かすための庁内の根回し

やサポート体制の検討、上席管理職が保健師と首

長・上層部との間をつなぐ「橋渡し役」、「住民サ

ービスの質の向上」を示す評価指標の明確化、保

健師の専門性を十分に発揮できる環境を整備し

ていくことが重要としていた。統括保健師は、統

括保健師補佐から統括保健師への段階的な人材

育成体制の構築、保健師の一体感の醸成のため課

をまたいだ活動の組織的な位置づけ、事務的支援

を担う人材や、補助する人材の配置などサポート

体制が重要としていた。

２．分担研究

専門的管理能力7項目と行政的管理能力9項目

ごとの記述データから、統括保健師の具体的な資

質・能力として、獲得すべき知識、スキル、態度・

信念、経験等を取り出した。 

自治体組織体制づくり推進を見越した専門的

管理能力には「組織内での役割共有の重要性を認

識でき、事務職管理者や他課との交渉を行う」、

「地区診断からの課題を他の組織の人と共有し、

施策に結び付ける調整をする」、「地域住民のため

の施策を提案し実行する体制を構築する」、「保健

師個々の専門的な能力を把握し、適切に指示を出

す」等の組織的な技術指導・人材育成でのリーダ

ーシップの発揮があった。また、行政的管理能力

には「行政的マネジメントを上手に発信し、スピ

ード感を持ってタイムリーに伝える」、「自治体レ

ベルの中長期的な課題の検討と、自組織が担う業

務との関連で優先順位を判断する」等の、所属組

織内外の業務執行体制構築・情報の流れ・政策決

定プロセスに関与できる組織マネジメントの能

力があった。 

３．分担研究3 

調査への回答数は、157 自治体中 103 件（回答

率65.6％）、有効回答数は103件（都道府県39件、

指定都市11件、中核市41件、その他の政令市2

件、特別区10件）であった。 

人材育成の現状については、人材育成指針・ガ

イドラインを策定している自治体は103自治体中

87 自治体（84.5%）であった。自治体主催で管理

期保健師研修を実施している自治体は103自治体

中65自治体（63.1％）であった。自治体設置主体
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別の研修実施状況は、都道府県では 39 自治体中

36自治体（92.3%）と最も高く、指定都市では10

自治体（90.9%）であった。一方、中核市は16自

治体（39.0%）、その他の政令市は0自治体（0.0%）、

特別区は3自治体（30.0%）と低い状況であった。

管理的能力向上のために企画・実施している学習

内容は、「健康危機管理」と「人材育成」は103自

治体中 101 自治体（98.1％）、「組織運営と管理」

と「政策策定と評価」は91自治体（88.3％）とほ

とんどの自治体で回答があった。自治体職員とし

て求められる管理能力項目で最も多かった項目

は、新任期では「自治体職員としての基礎知識」

中堅期では「施策の企画・立案能力」、管理期では

「リーダーシップ・指導能力」であった。OJT の

取り組みに関しての現状については、統括的な役

割を担う保健師の管理能力育成のための組織体

制として、「上司や先輩保健師からのサポート体

制」（86.4％）や「指導的立場にある保健師の指導

力向上のための支援を行う機会」（68.0％）は6割

以上が「ややあてはまる／あてはまる」と回答し

ているのに対し、「現任教育のあり方について、人

事部門と共に検討する機会」（69.9％）は6割以上

が「あてはまらない／あまりあてはまらない／ど

ちらともいえない」との回答であった。また、人

材育成のために行っている工夫・しかけに関する

実施状況は、「キャリアラダー等を活用した面談

の機会」（86.4％）、Off－JT による体系的な人材

育成体制」（69.9％）は6割以上が「ややあてはま

る／あてはまる」と回答しているのに対して、「人

事交流の仕組み」（73.8％）、「人事部門と連携した

しくみ」（65.1％）は6割以上が「あてはまらない

／あまりあてはまらない／どちらともいえない」

との回答であった。 

４．分担研究

2 県 1 市の重層的研修で支援役割を担った管理

期保健師 17 人及び新任期または中堅期の保健師

である受講者54人を対象に、研修終了1.5～2か

月後に調査を実施した。管理期保健師の回答数

（率）は 11 人（64.7％）、受講者の回答数（率）

は26人（48.1％）であった。 

その結果、重層的研修がその向上に有用である

と管理期保健師の9割以上が評価した統括保健師

に求められる専門的管理能力は、10項目中、【1-1

管理期保健師として自組織で果たさなければな

らない役割・機能を認識する】、【1-2 保健師間及

び組織内で管理期保健師の役割を共有する】、【1-

5（健康）課題を解決するための保健活動の方向性

やビジョンを他者に示す】等の 9 項目であった。

同様に、行政的管理能力ついては、10項目中、【2-

1 管理職に求められるマネジメントを実現し、組

織内の業務の成果を上げていく】、【2-2 職務の遂

行に必要な情報を早く正確に、かつ幅広く収集す

る】、【2-3 自治体として重点的に取り組むべき課

題から施策の企画立案及び業務管理をする】等の

6 項目であった。これらのうち、【1-5】、【2-2】、

【2-3】については、その向上に重層的研修が有用

であると受講者の9割以上が評価していた。 

重層的研修がその向上に有用であると受講者の

9 割以上が評価した統括保健師となる前から獲

得・向上が必要な専門的管理能力は、15 項目中、

【公衆衛生の専門性の理解】、【自治体保健師とし

て自組織で果たさなければならない役割・機能の

認識】、前述の【1-5】等の8項目であった。同様

に行政的管理能力ついては、7項目中、【目標達成

に向けたメンバーシップ力】、【他部署への対応・

連絡調整や連携をする力】、前述の【2-2】、【2-3】

等の5項目であった。 

管理期保健師が重層的研修をとおして認識し

た自分の強みに関連する経験は、多様な部署・業

務や保健師一人または少数部署の経験、先輩や上

司の働きかけによる業務目的の意識化や役割委

任による業務経験、ロールモデルとの活動経験、

人材育成に関する役割経験、健康危機管理業務、

所属自治体内外の研修であった。また、研修をと

おして感じた自己の課題への対応として今後必

要な経験には、「業務に関わる言語化・文章化」、

「業務間の優先順位付けと同僚・部下との共有の

意識化」、「他職種・他部署職員とのディスカッシ

ョン」、「リーダーとしての経験」、「部下への業務

委任とその明示」、「部下への支援の意識化」、「管

理期保健師とのディスカッション」等があった。 

受講者が研修をとおして認識した自分の強み

に関連する研修までの経験について、課題解決力

に関しては『個別援助・ケースワーク・対人援助』、

『業務改善経験』、『分析・調査研究経験』等があ

り、その他、前職経験や社会的経験もあった。組

織運営力に関しては、『多様な職種・住民や様々な

経験または多様な考え方を有する人との協働経

験』、『ジョブローテーション、多様な部署・業務』、
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『上司との協働によるものも含む業務遂行経験』

があり、その他、社会的経験があった。人材育成

力に関しては『健康危機対応業務経験』があり、

その他、前職経験があった。また、研修をとおし

て感じた自己の課題への対応として今後必要な

経験には、課題解決力に関しては、『分析思考の意

識化・データ分析』、『エビデンスに基づく実践経

験』、『情報や経験を結びつけ全体像を描くこと・

課題の焦点化』、『事業の見直し・振り返り』、『地

域保健活動における多職種協働経験や企画立案・

事業推進経験』等があった。組織運営力に関して

は、『協働（チームワーク）経験』、『自分の考えの

言語化』、『思考の統合と未来志向』等があった。 

 

Ｄ．考察 

１．市町村の統括保健師が能力を発揮するための

効果的な組織体制づくりの重要事項

分担研究 の結果から、市町村の統括保健師が能

力を発揮するための効果的な組織体制づくりとし

て、統括保健師制度の明文化、統括保健師のサポー

ト体制の整備、部署横断的な連携の基盤、上席管理

職等の理解と関与、統括保健師の配置継続を可能と

する統括保健師の育成と評価の仕組みが必要であ

ると考えられた。また、自治体が共通で抱える課題

がある一方で、自治体の状況により異なる課題があ

り、市町村の統括保健師が能力を発揮するための効

果的な組織体制づくりにおいてはこれらを考慮す

る必要がある。

今回の結果は、人口 万以上の中都市 である

３自治体を対象とした結果である。今後は、小規模

市町村のデータを集め、市町村の統括保健師が能力

を発揮するための組織体制づくりの示唆を得てい

く必要がある。

２．統括保健師の育成及び能力の発揮に向けた体

制づくり  

分担研究 の結果から、専門的・行政的管理能

力獲得・維持向上のためには「良い経験」を多く

積み、仕事に対する的確な態度・姿勢で臨むこと、

それが実施できる組織であること・組織体制がつ

くられていることが必要であると考えられた。示

された資質・能力がどの程度獲得されているか、

また人材育成研修等により獲得できたか否か評

価できるよう、今後、可視化されたパフォーマン

スとして、資質・能力が示されるよう引き続き検

討する必要がある。 

 

３．自治体保健師の管理能力育成のための研修等 

の育成体制づくりの課題 

分担研究3で明らかにされた管理能力育成に関

わる研修等の実態は、管理期保健師に特化した研

修の実施が自治体によって大きく異なり、体系

的・継続的な人材育成の枠組みに関しては自治体

設置主体別による差があることが明らかとなっ

た。管理能力育成のための体制づくりには、専門

的管理能力及び行政的管理能力双方の能力の獲

得や、人事部門等と組織全体を検討することので

きる多角的な視点を持つ人材の育成の必要性が

示唆された。 

 

４．統括保健師に求められる専門的・行政的管理 

能力育成の視点からみた重層的研修の成果及 

び自治体保健師管理能力育成のための教育プ 

ログラム 

分担研究4の結果から、昨年度の研究結果 12)も

踏まえて、専門的管理能力 10 項目中 9 項目及び

行政的管理能力10項目中6項目の獲得・向上に、

本研究における重層的研修が寄与する可能性が

示唆された。また、受講者による研修の有用性の

評価から、これらのうち、専門的管理能力の1項

目及び行政的管理能力の2項目を含む、専門的管

理能力8項目及び行政的管理能力5項目及び課題

解決・組織運営力・人材育成力が、統括保健師と

なる前から獲得・向上が必要な能力として、示唆

された。 

 また、自治体保健師管理能力育成のための教育

プログラムについては、以下のことが示唆された。 

・管理期保健師の課題解決力、組織運営力、人材

育成力に関連する各々の経験から、ジョブローテ

ーション、OJTのあり方、Off-JTの受講機会、加

えて健康危機管理対応経験が、専門的・行政的管

理能力の育成においても必要であることが示唆

された。 

・受講者の課題解決力、組織運営力、人材育成力

に関連する各々の経験から、本研究における重層

的研修は、その特徴から、これらの経験を補うこ

とができると考えられた。 

・管理能力を高めていくためには、専門職である

保健師として自己研鑽を積む責務の認識と行動

を基盤として、現実的な課題（保健師の場合は住
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民の健康課題・生活課題）に関わる挑戦的な業務

及び多様な業務や部署の経験を積み重ねていく

必要がある。併せて、このような経験にはフィー

ドバックが担保されていることが必要であり、就

職時からコーチングを受けたり、役割モデルを見

つけられたりする環境下での経験を積み重ね、管

理期となってからは部下に対するコーチングの

役割を担うとともに、自らも必要時、コーチング

を求めていくことが必要である。しかし、経験に

は個人差があるため、そこを補足するために構造

化された経験の3要素（挑戦的であるが現実的な

課題である仕事、多様な経験、フィードバックの

質）を含み、また職場とは異なるメンバー、つま

りクロス・ファンクショナル・チーム（以下、CFT

とする）による課題への取組や管理期保健師間の

ミーティング・リフレクションを含む、本研究に

おける重層的研修のような公式なトレーニング

と教育が必要であると考えられる。CFT による課

題への取組は、分野や機能が異なるメンバーの価

値観や考え方の擦り合わせ、特に外部環境の認知

の擦り合わせを行い、課題に対応するためにチー

ムを動かす、あるいはチームが活動することに寄

与する経験となり、統括保健師に求められる組織

横断的な活動のための専門的・行政的管理能力の

獲得・向上のために重要であると考えられる。ま

た、管理期保健師間のミーティング・リフレクシ

ョンは経験に基づく管理期保健師の業務の知識

やノウハウを言語化し、管理期保健師間で共有す

る機会となる。このような形式知化は、統括保健

師に求められる専門的・行政的管理能力を高める

ことになると考えられる。また、管理期保健師が、

管理期特有の責任や業務の心理的負担を軽減し

支える機会であることを実感し、日常的にこのよ

うな機会を持とうとする意欲につながると考え

られる。 

 

Ｅ．結論

本研究は、先行知見も参考に、自治体における

統括保健師の活用について評価するとともに、統

括保健師に求められる専門的・行政的管理能力を

整理し、その育成及び能力の発揮に向けた体制づ

くりを推進するための方法について検討するこ

とを目的とした。 

か年計画の 年目にあたる令和 年度は、①

市町村統括保健師の能力発揮のための組織体制

づくり、②統括保健師に求められる専門的・行政

的管理能力の整理、③自治体における保健師の管

理能力育成のための研修等の実態調査、④自治体

保健師の管理能力育成の視点からみた重層的研

修の成果、の つの分担研究を行った。

 これらの結果、以下のことが示唆された。

・昨年度の調査結果 及び文献レビューに基づき、

効果的な統括保健師配置体制であるかを評価す

るための、保健師の役割・活動と統括保健師に求

められる能力を対応させたマトリックスを枠組

みとした評価指標案を示すことができた。

・市町村統括保健師が能力を発揮するための組織

体制づくりとして、統括保健師制度の明文化、統

括保健師のサポート体制整備、部署横断的な連携

の基盤、上席管理職等の理解と関与、継続可能な

育成と評価の仕組みが必要であると考えられた。

・統括保健師に求められる管理能力として、専門

的管理能力 項目と行政的管理能力 項目ごと

の文献検討と面接調査での語りの記述から、統括

保健師の具体的な資質・能力として、獲得すべき

知識、スキル、態度・信念、経験等が取り出され

た。専門的・行政的管理能力獲得・維持向上のた

めには「良い経験」を多く積み、仕事に対する的

確な態度・姿勢で臨むこと、それが実施できる組

織であり、そのような組織体制がつくられている

ことが必要であると考えられた。

・管理期保健師は地域保健行政の推進において極

めて重要な立場にあるが、現行の人材育成体制に

は多くの課題が残されている。自治体保健師は専

門職としての専門性だけではなく、新任期から管

理期に向けた自治体職員としての管理能力育成

のための研修プログラムや人材育成及び実効性

のある育成体制づくりが必要である。

・2県 1 市の重層的研修において、重層的研修が

その向上に有用であると、支援役割を担った管理

期保健師の9割以上が評価した統括保健師に求め

られる専門的管理能力は10項目中9項目であり、

行政的管理能力ついては 10 項目中 6 項目であっ

た。専門的管理能力の1項目、行政的管理能力の

2 項目については、その向上に有用であると新任

期または中堅期の受講者の9割以上も評価してい

た。 

・統括保健師となる前から獲得・向上が必要な能

力として、課題解決力、組織運営力、人材育成力

が示唆された。それらに関連する経験は、多様な
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部署・業務や保健師一人または少数部署の経験、

先輩や上司からの働きかけによる業務目的の意

識化や役割委任による業務経験、ロールモデルと

の活動経験、人材育成に関する役割経験、健康危

機管理業務、所属自治体内外の研修であった。 

・管理能力を高めていくためには、現実的な課題

に関わる挑戦的な業務及び多様な業務や部署の

経験を積み重ねていく必要がある。併せて、この

ような経験にはフィードバックが担保されてい

ることが必要である。しかし、経験には個人差が

あるため、そこを補足するために構造化された経

験の3要素（挑戦的であるが現実的な課題である

仕事、多様な経験、フィードバックの質）を含み、

またクロス・ファンクショナル・チームによる課

題への取組や管理期保健師間のミーティング・リ

フレクションを含む、重層的研修のような公式な

トレーニングと教育が必要であると考えられる。 

 

．健康危険情報

 なし

．研究発表

1) 市川定子，大久保一郎，太田あゆ美, 春山早

苗．都道府県における統括保健師配置による

自治体組織としての期待及び配置の課題．第

83回日本公衆衛生学会総会．Oct.29，2024． 

2) 田村須賀子,鈴木悟子,塚田久恵,山田洋子,

米澤洋美,城諒子,室野奈緒子,林愛海,春山
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